
平成 年 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,130 円 2,303 円

3,130 円 2,477 円

3,130 円 2,636 円

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

25.8　人/ha

1箇所（斜里下水終末処理場）

無

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０  あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０  あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

処 理 区 数 1区（斜里処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

新たな下水道計画の拡張は行わず、下水道処理区域外については合併処理浄化槽の整備を推進していく
方針です。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０ あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０ を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成27年度 平成27年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料：1,510円
超過使用料：1 増すごとに160円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料：1,510円
超過使用料：1 増すごとに160円

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適用
法適用に関しては現在予定なし

斜里町下水道事業経営戦略

昭和62年度
(供用開始後30年)

斜里町

公共下水道整備事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　 平成28年度に策定・公表しました、平成27年度決算「下水道経営比較分析表」を添付しています。
　 この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年年数やほかの類似団体との比較、複数の指標を組み
合わせた分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能です。

職 員 数
水道課職員は現在7名(管理職：1名、総務係：3名、事業係：3名)

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

指定管理者制度については、検討したが、未導入である。

PPP・PFIについて、未検討である

 イ　指定管理者制度

重金属分析業務委託、汚泥成分分析業務委託、汚泥処理業務委託、
下水処理場維持管理業務委託、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類測定業務委託を民間業
者に委託している。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　利用者に安心･安全なサービスを継続するために
は、一般会計からの繰入に依存せず、可能な限り使
用料収入により経営を行う必要があります。このよ
うな状況を踏まえて使用料の適正化と同時に、有収
率向上に向けた対策を早期に図る必要があります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　斜里･本町地区は、S53事業着手以来これまで、汚
水･雨水処理対策をすすめてきました。
　施設は、処理場・ポンプ場の機械・電気設備は耐
用年数を超過しており、計画的な更新を行っていく
必要があります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　収入については、表①のとおり、料金収入が支出
の半分程度で、一般会計の繰入に補填せざる得ない
状況です。また、汚水処理原価が高い状況にあり、
有収率の向上が必須となっています。
　支出については、経営の健全化が図れない最も大
きな要因が公債費(借金）であり、今後もこのよう
な状況が継続する傾向にあります。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 69.73 76.95 3,130 8,322 3.28 2,537.20 【】

16.31 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cc2 12,019 737.12

経営比較分析表
北海道　斜里町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.01 0.10 0.07 0.04 0.15

48.00

48.50

49.00

49.50

50.00

50.50

51.00

51.50

52.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 49.21 51.24 51.49 51.41 49.22

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1,488.72 1,364.40 1,397.76 1,369.07 2,476.42

平均値 1,334.01 1,273.52 1,209.95 1,136.50 1,778.63

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 49.89 57.86 58.39 61.11 57.78

平均値 67.14 67.85 69.48 71.65 72.33

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 335.22 289.38 284.94 279.93 296.55

平均値 224.83 224.94 220.67 217.82 215.28

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 45.82 47.54 55.27 53.17 51.88

平均値 53.79 55.41 55.81 54.44 54.67

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 88.09 89.44 93.23 94.05 95.40

平均値 83.76 84.12 84.41 84.20 83.80

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【900.39】

【94.73】【60.01】【139.70】【98.53】

【0.41】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

〇適切で計画的な事業執行
　 昭和62年度の供用開始から約30年が経過し、下水道の全体人口普及率は78.2％と全国平均77.8％を上回っている状況になっています。
　 経営状況に関しては、今後の高齢化や人口減少の進行がますます考えられることから、使用料収入の減少が見込まれるため、計画的な
経営改善に努めていかなければなりません。

〇効率的な事業執行
　 今後もこれまでと同様に民間委託の利用による、業務の効率化とコスト削減に取り組み、事業を行っていきます。

〇収入の確保
　 経営基盤の強化のため、使用料等の収納率を向上させ、収入確保に努めていきます。また、国庫補助金や企業債について的確な資金調
達を行っていきます。

〇水洗化の促進
　 公共用水域の水質保全のため、下水道未接続者に向けた戸別訪問等を行い、加入促進を行っていきます。

〇災害・危機管理対策
　 当町は、災害に対する下水道事業業務継続計画(下水道ＢＣＰ)を作成していることから、発災時には、応急対策等を実施していきます。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（法非適用企業）

収支計画（公共）
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

1 (A) 256,702 254,370 253,781 251,708 249,347 247,010 244,696 248,902 246,634 244,389 242,167 239,966

（１） (B) 144,651 142,597 142,883 141,908 140,634 139,373 138,124 143,385 142,161 140,950 139,751 138,564

ア 130,292 128,382 128,674 127,387 126,113 124,852 123,603 122,367 121,143 119,932 118,733 117,546

イ (C)

ウ 14,359 14,215 14,209 14,521 14,521 14,521 14,521 21,018 21,018 21,018 21,018 21,018

（２） 112,051 111,773 110,898 109,800 108,713 107,637 106,572 105,517 104,473 103,439 102,416 101,402

ア 112,022 110,902 109,793 108,695 107,608 106,532 105,467 104,412 103,368 102,334 101,311 100,297

イ 29 871 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105

２ (D) 182,046 182,299 181,066 176,086 171,881 168,477 168,477 161,550 158,028 154,765 149,482 147,453

（１） 124,361 138,228 139,722 139,722 139,722 139,722 139,722 139,722 139,722 139,722 139,722 139,722

ア 5,558 10,143 10,356 10,356 10,356 10,356 10,356 10,356 10,356 10,356 10,356 10,356

イ 118,803 128,085 129,366 129,366 129,366 129,366 129,366 129,366 129,366 129,366 129,366 129,366

（２） 57,685 44,071 41,344 36,364 32,159 28,755 28,755 21,828 18,306 15,043 9,760 7,731

ア 57,685 44,071 41,344 36,364 32,159 28,755 28,755 21,828 18,306 15,043 9,760 7,731

129 473 493 493 493 493 493 493 493 493 493 493

イ

３ (E) 74,656 72,071 72,715 75,622 77,466 78,533 76,219 87,352 88,606 89,624 92,685 92,513

1 (F) 345,099 340,543 462,164 334,567 376,453 319,386 380,771 314,782 366,214 290,455 335,013 258,327

（１） 195,900 186,100 315,100 161,400 163,300 128,100 154,500 115,700 142,000 100,200 108,100 60,800

134,800 125,300 139,300 79,300 53,900 48,300 47,200 37,000 18,100

（２） 95,252 107,724 107,640 112,384 122,622 130,816 135,801 138,612 133,744 129,785 136,443 137,057

（３）

（４）

（５） 50,370 43,190 38,000 60,000 90,000 60,000 90,000 60,000 90,000 60,000 90,000 60,000

（６） 3,577 3,529 1,424 783 531 470 470 470 470 470 470 470

（７）

２ (G) 411,610 421,433 504,884 410,189 453,919 397,919 456,990 402,134 454,820 380,079 427,698 350,840

（１） 94,318 105,726 200,000 124,000 184,000 124,000 184,000 124,000 184,000 124,000 184,000 124,000

（２） (H) 317,292 315,707 304,884 286,189 269,919 273,919 272,990 278,134 270,820 256,079 243,698 226,840

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 66,511 △ 80,890 △ 42,720 △ 75,622 △ 77,466 △ 78,533 △ 76,219 △ 87,352 △ 88,606 △ 89,624 △ 92,685 △ 92,513収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度 37年度

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度



（法非適用企業）

収支計画（公共）
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

34年度 35年度 36年度 37年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

(J) 8,145 △ 8,819 29,995

(K)

(L) 679 8,824 5

(M)

(N) 8,824 5 30,000

(O)

(P)

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 144,651 142,597 142,883 141,908 140,634 139,373 138,124 143,385 142,161 140,950 139,751 138,564

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 3,459,914 3,343,622 3,214,014 3,168,386 3,052,779 2,948,109 2,804,441 2,677,521 2,513,999 2,344,674 2,107,570 1,931,968

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

126,111 124,847 123,732 122,946 121,859 120,783 119,718 125,160 124,116 123,082 122,059 121,045

126,111 124,847 123,732 122,946 121,859 120,783 119,718 125,160 124,116 123,082 122,059 121,045

95,252 107,724 107,640 112,384 122,622 130,814 135,801 138,612 133,744 129,785 136,443 137,057

29,479 29,184 28,892 28,603 28,317 28,034 27,753 27,476 27,201 26,929 26,660 26,393

65,773 78,540 78,748 83,781 94,305 102,780 108,048 111,136 106,543 102,856 109,783 110,664
221,363 232,571 231,372 235,330 244,481 251,597 255,519 263,772 257,860 252,867 258,502 258,102

（※）平成27年度地方債同意等基準運用要綱第一の一の４に該当する事業が作成する「収支計画」について、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年８月29日付け総財公

　第107号・総財営第73号・総財準第83号）に定める「経営戦略」を未策定の団体にあっては、本様式により提出すること。

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

61.655.8 55.4 56.6 64.1

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

52.2 54.4 56.4 57.5 59.5収益的収支比率 （ ×100 ） 51.4 51.1

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金



① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　当町は、下水道区域の整備はほぼ概成していいることから、今後は下水道区域内の整備済みの施設・設備の修繕が主となることから、今
後長寿命化事業等の検討を行い施設の維持管理等を進めて行く予定です。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　当事業における主な収益的収支は、営業収益の使用料収入、営業外収益の一般会計繰入金となっています。
　そのうち使用料については、今後の人口減少により減収は避けれないものと想定しているため、整備区域内の水洗化率の向上に努めるこ
とにより、減少率を抑えていきたいと考えています。
　そのため、今後は区域内の水洗化促進を優先課題と捉えつつ、今後公営企業会計への移行も念頭に置きながら下水道使用料の体系の
見直しを検討する必要があると考えています。

　現在、人口減少により処理水量の増加が見込まれない状況であるため、下記の費用については、総額で平成28年度ベースから増減なし
で一括算定しています。
　　　・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　　　・職員給与費に関する事項
　　　・動力費に関する事項
　　　・薬品費に関する事項
　　　・修繕費に関する事項
　　　・委託費に関する事項



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

年間予算額に配慮し現実的な計画とし、人口減少に伴う汚水量の減少等から適正に施
設規模を判断し過大は施設更新を抑えます。

現在、広域化・共同化に関する検討事項はないものの、下水道区域外においては、費用
対効果から新たな区域拡張は行わず、浄化槽の設置促進により水洗化を進めていく方
針であります。

広域化・共同化・最適化に関する事項

投資の平準化に関する事項

その他の取組
建設改良に当てっては、国の補助事業活用や交付税措置の有利な起債を発行するな
ど、適切な財源確保を検討しております。

利用者に安心・安全なｻｰﾋﾞｽを継続するためには、一般会計からの繰入に依存せず、可
能な限り使用料収入により経営を行う必要があり、こうのような状況を踏まえて使用料の適
正化と同時に、有収率向上に向けた対策を早期に図る必要があります。

使用料の見直しに関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

PPP/PFIなどの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性を考え、今
後の検討課題と捉えています。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また、最低でも5年ごとに見直し（ﾛｰﾘﾝｸﾞ）を行うことによ
りPDCAサイクルを効果的に回して、本経営戦略の事後検証、更新を行っていきます。

職員給与費に関する事項 本町の給与制度に準拠します。

動力費に関する事項 機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めます。

修繕費に関する事項
事業開始から約30年経過しているが、今後は更に修繕費等が増加することが考えられる
ことから、計画的に修繕を行っていく必要があります。また、維持管理面において、老朽
化していく施設の長寿命化を検討・実施して行く必要があります。

委託費に関する事項 統合できる委託業務内容及び委託期間について検討し、経費の削減、効率化に努めます。

その他の取組
水洗化促進、収納率向上など財源確保につながる経費について費用対効果を検証しつ
つ取り組みます。

薬品費に関する事項 包括的民間委託等によりコスト削減が可能か検討します。


